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Ⅰ．問題と目的

　特別支援教育の対象となる児童生徒の割合は急増し
ているが，そのことが特別支援教育の望ましい姿であ
るかは疑問である．干川 （2022） は，このまま特別支
援教育の対象の児童生徒の割合が増えることが，①本
来通常教育で対応できる児童生徒が特別支援教育の対
象に含まれる危険性と②財政の問題を生じることを指
摘した．さらに対象となる児童生徒の増加は，需要に
対して特別支援教育教諭の教員養成が追いついていな
いという問題を生じる．
　干川 （2022） は，これらの問題の解決策として，特
別支援教育だけでなく通常教育の充実の必要性を指摘
し，米国で実施されている RTI のような多層支援体
制を日本でも導入することが必要であることを指摘し
た．RTI を実施するにあたってその学習の進捗状況
を継続的にモニターする必要があり，その尺度とし

てカリキュラムに基づく尺度（Curriculum-based 
measurement 以下「CBM」と示す）が用いられてき
た （Deno, 2016）．干川 （2015） は，これまでの CBM
に関する研究を展望して，日本でも CBM を早期に標
準化する必要性を指摘した．干川 （2015） の指摘を踏
まえて，干川は計算を中心とした算数の CBM （干川 , 
2020b; 2022） と視写を中心とした国語の CBM （干川 , 
2020a） の標準化を目指して，信頼性と妥当性につい
て検討してきた．算数 CBM（以下「M-CBM」と示す）
は，学校での朝活動の時間に実施され，子どもたちに
は，「3 分チャレンジ」として説明され 48 問の問題を
3 分間でできるだけたくさん解くように教示された．
M-CBM の信頼性について干川 （2020b） は，因子分析
により 7 版の問題が共通した能力を測定できると結論
づけた．干川 （2020b） は，特に，M-CBM が学習のプ
ログレス・モニタリング（以下「PM」と示す）尺度
として有用であり，標準学力検査との間に有意な正の
相関関係があることを示した．干川 （2022） は，その
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結果を踏まえて，研究１では 225 人に 6 月から 2 月
までの期間にわたって 2 年生から 6 年生の児童に対し
て M-CBM を 25 回（4 年生は 24 回）実施し，区間線
形の潜在成長モデルにあてはまり，M-CBM が時系列
の変化として増加することから PM 尺度として有用で
あることと，標準学力検査との間に有意な相関関係が
あることから妥当性をもつことを報告した．
　干川 （2022） の研究 2 では，1 学期の M-CBM の結
果から，3 年生から 6 年生までの児童で M-CBM の全
ての値が平均から 1.0SD 以下の児童を支援を必要と
する児童と判断し，うち保護者の同意を得られた児童
15 人に対して，学校で実施されている補習時間を利
用して，個別または小グループによる支援を行ったと
ころ，15 人中 6 人の児童で，＋ 0.5 以上の Z 値の上
昇を生じ，特に，低学年であるほど効果が現れ易いこ
とを報告した（3 年生で 4 人中 3 人，4 年生で 5 人中
2 人，5 年生で 2 人中 1 人）．この結果について，干
川 （2022） は，高学年になるとこれまでの算数のつま
ずきが複雑に絡み合っており，週に 1 度の補習時間だ
けではキャッチアップするのは難しいと考察し，早期
からの支援の必要性について言及していた．また，干
川 （2020b） は，学級内の全ての児童を対象として，
学習のつまずきを把握するためのユニバーサル・スク
リーニングとして実施する場合には，月に 1 度の実施
によって 1.0 標準偏差以下であると，学習のつまずき
があり支援を必要とする児童であると特定できるこ
と，また抽出して個別または小グループで指導してい
る PM 尺度として CBM を用いる場合には，週に 1 度
の実施が適切であると論じた．
　現在，日本において PM 尺度として活用されている
方法に MIM-PM がある．海津ら （2008） は，小学校 1
年生 208 人対して，特殊音節に関する指導を行い，そ
の指導の効果が MIM-PM の得点に影響を及ぼすか検
討した．その結果，MIM を導入後の MIM-PM 得点は
上昇し，特殊音節の指導が学習につまずく危険性のあ
る子どもをはじめ，その他の異なる学力層の児童にお
いても効果があったことが示された．RTI のモデルに
基づくモデルとして MIM は，日本において活用され
るようになってきた．しかし，MIM は介入と PM 尺
度とが一体化したパッケージであるため，評価方法と
指導パッケージが RTI の PM 尺度であると誤解され
ている．PM 尺度は CBM に代表されるようにあくま
でも介入に対する従属変数である （Deno, 2016）．
　一方で，介入の方法はさまざまなものがあって良い
が，多忙な教師は MIM のように評価と指導方法が一
体化されたパッケージを求めている．そこで本研究で
は，M-CBM の結果に基づく指導プログラムの有効性
についても検討することにした．

　本研究では，まず，これまで毎週用いられていた
M-CBM を月に 1 度実施することで，定型発達の児童
の学習の進捗状況を明らかにした（研究 1）．次に研
究 1 の結果に基づき，M-CBM をユニバーサル・スク
リーニングとして用い，毎回 -1.0SD の位置にあった
児童と，担任が指導を必要と判断した児童を候補者と
した．そのうち保護者と本人から同意を得られた児童
に対して小グループまたは個別指導を実施し，その効
果について検討した（研究 2）．これは，RTI モデル
の第 3 層での小グループまたは個別指導に該当した．
さらに，M-CBM の結果に基づく指導プログラムの有
効性についても検討した．
　研究を実施するにあたり，以下の仮説を立てた．
仮説 1：ユニバーサル・スクリーニング尺度として定

型発達の児童を対象に月に1度M-CBMを実施し，
支援を必要とする児童を特定することができる．

仮説 2：対象児に毎週 M-CBM を実施することによっ
て，学習の進捗状況をモニターすることができる．

仮説 3：対象児に下学年の M-CBM の学習のつまずき
に基づき指導プログラムを作成しすることで，学
習のつまずきを改善できる．

Ⅱ．研究 1

1．目的
　定型発達の児童の学習の進捗状況を把握するため
に，月に 1 回全児童生徒に対して M-CBM を実施し，
進捗状況のデータを収集する．

2．方法
1）対象児：対象児は，P 小学校の 2 年生から 6 年生（2
年生 28 人，3 年生 50 人，4 年生 40 人，5 年生 53 人，
6 年生 41 人）の計 225 人であった．
2）M-CBM の内容：M-CBM の問題は，2 年生と 3
年生で A3 判用紙 1 枚の両面に 48 問の問題が，4 年
生から 6 年生までは A3 判用紙 2 枚の両面に 48 問が
印刷されていた．各学年でのM-CBMの問題の内容は，
干川（2020b）のものを用いた．
3）手続き：M-CBM は，X 年 6 月から X+1 年 3 月ま
での間で計 10 回，朝活動の時間に担任によって実施
された．実施年度当初，COVID-19 の感染対策として
学校が休校になったため，M-CBM は 1 学期に 6 月と
7 月の上旬と下旬の 3 回実施することとなった．
M-CBM の教示等の手続きは，干川 （2020b） と同じ．
4）倫理的配慮：本研究は，熊本大学教育学部ヒトを
対象とする研究審査委員会の承認を得て，校長及び担
任の承認を得た上で，筆者と校長からの書面によって
保護者の了承を得て実施した．対象児には，学級担任
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から 3 分チャレンジとして説明され，学校の学習活動
の一環として実施された．
5）分析：（1）信頼性：セッション（以下「#」と示す）
1 から #7 までの 1 版から 7 版までの 7 つの版の問題
について，平行テスト法に基づく信頼性係数と級内相
関係数 ）を算出
した．分析にあたっては，IBM SPSS Ver.24 を用いた．

（2）妥当性：①担任教師による評価と，②各児童の全
M-CBM 得点の平均と標準学力検査（ベネッセ）の算
数の標準得点との相関係数を求めることで，妥当性を
検討することにした．①担任教師による評価は，1 学
期終了時の #3 の後に，学級担任に算数を指導する際
に「支援や配慮を行っている」児童について回答を依
頼した．②標準学力検査は，12 月に学校で実施され
たものを保護者の了承を得て用いた．さらに，③対象
児へのアンケートのとして，M-CBM を好きや得意と
思うかなどの対象児の M-CBM に対する認識によっ
て成績が異なることが予想された．このため 3 月の
M-CBM の実施の際に，児童にアンケート用紙を配布
し，「Q1　あなたは 3 分チャレンジは好きですか？」

「Q2　あなたは 3 分チャレンジは得意ですか？」「Q3　
あなたは算数は好きですか？」「Q4　あなたは算数は
得意ですか？」について 5 段階（5：とても好き，4：
やや好き，3：どちらともいえない，2：あまり好きで
はない，1：全く好きではない）で評価するように求め，
用紙を回収し M-CBM の平均得点との相関を調べる
ことにした．
6）M-CBM によるスクリーニング
　干川 （2022） の指摘を踏まえ，1 学期に実施された
M-CBM で 3 回とも平均よりも 1.0SD 以下の児童を支
援を必要な児童として判断することにした．

3．結果と考察
1）信頼性：信頼性を算出するために，外れ値の大き
い 4 人の被験者は分析から除外された（2 年生 1 人，
3 年生 2 人，6 年生 1 人）．①平行テスト法に基づいて，
#1 から #7 で用いた 7 つの版が同一の内容を評価して
いるかを調べるために，相互相関を求めた．その結果，
Pearsonの相関係数は2年生 r＝ .39～ .89，3年生 r＝ .75
～ .88，4 年生 r ＝ .66 ～ .92，5 年生で r ＝ .75 ～ .90，6
年生 r ＝ .70 ～ .88 であった（全て p<.01）．②級内相
関係数（一元配置変量）を求めたところ，2 年生 r

＝ .87，3 年生 r ＝ .93，4 年生 r = .93，5 年生 r = .96，
6 年生 r = .93 といずれも高い正の相関係数を示した．
2）M-CBM 得点の推移：M-CBM 得点の推移を表 1
に示した．それぞれの学年ごとに繰り返しのある分散
分析を実施したところ，時系列の主効果が有意であり

（2 年生，F（1,21）=36.98, p<0.01, 偏η2 ＝ .64; 3 年生，
F（1,38）=120.6, p<0.001, 偏η2 ＝ .76; 4 年生，F（1,32）
=34.42, p<0.01, 偏η2 ＝ .52; 5 年生，F（1,45）=15.98, 
p<0.01, 偏η2 ＝ .26; 6 年 生，F（1,32）=38.82, p<0.01,
偏η2 ＝ .55），時間の経過にともなって得点が上昇し
ていることが示された．なお Amos の区間線形の潜在
成長モデルによる分析ではモデルの当てはまりが良く
なかった．
3）妥当性の検討

（1）教師の評価との比較：1 学期の最後に 3 年生以上
の担任教師に，放課後の教科の補習の対象となる児童
の判断を依頼し，M-CBM の 1.0SD 以下の児童と比較
した．その結果を表 2 に示した．表のように担任教師
は筆者が選んだ児童よりも多数の児童を支援を必要な
児童として判断していた．

（2）M-CBM の平均得点と標準学力検査との相関：各
被験者の M-CBM の平均得点と標準学力検査の算数

表１　各学年の M-CBM の平均と標準偏差

6月 7月 7月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
２年生

M 33.2 35.2 42.4 39.6 49.0 50.8 46.4 55.1 58.5 58.2
SD 9.3 9.7 12.0 14.6 15.7 14.4 16.8 15.1 17.3 14.9

３年生
M 39.8 39.7 42.9 41.4 48.8 46.2 57.5 61.6 62.1 72.6
SD 12.0 12.2 13.8 14.1 15.8 14.0 18.9 19.0 22.1 24.1

４年生
M 43.2 48.7 56.8 47.0 54.2 58.2 58.2 68.5 70.6 71.9
SD 10.2 14.3 20.9 11.5 19.4 17.9 17.6 18.5 24.1 22.4

５年生
M 67.6 73.9 69.8 68.2 71.0 81.4 75.7 79.7 86.8 81.8
SD 22.1 22.1 23.2 24.5 26.2 27.7 28.9 28.0 28.6 28.7

６年生
M 87.6 100.9 104.1 102.1 105.5 109.3 130.2 128.9 139.9 136.2
SD 28.9 39.4 35.0 34.8 36.5 39.6 45.8 41.8 37.1 46.7
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の得点との相関を表 3 に示す．表に示すように，3 年
生で r =.73，4 年生 r =.58，5 年生 4 r =.56，6 年生 r =.62
と有意な正の相関があることが示された．

（3）M-CBM の平均得点と児童の評価との相関：
M-CBM の平均得点と児童の M-CBM に対する 4 つの
評価との相関を表 3 に示した．表 3 に示すように，3
年生から 6 年生まで Q4 の「算数は得意か」の質問の
回答に対して，M-CBM の平均得点との正の相関が高
く（r =.37 ～ .56，p<．0.01），3，4，6 年生で Q3「算
数を好き」の質問に対して CBM の平均得点との正の
相関が高かった．

Ⅲ．研究 2

1．目的
　1 学期に実施した M-CBM の得点に基づいて，算数
の学習につまずくリスクのある児童を特定し，RTI の
第 3 層での個別化された補習授業を実施し，①その学
習の進捗状況を M-CBM によってモニターすること
により，プログレスモニタリング（PM）尺度として
M-CBM の有用性について検討した．さらに，②下学
年の M-CBM を実施することで，学習のつまずきを

把握しそれに基づいて指導プログラムを作成し，学習
のつまずきを改善できるかについても検証することに
した．

2．方法
1）対象児：研究 1 の P 小学校の児童のうち，1 学期
の M-CBM の得点（#1 ～ #3）が全て平均から 1.0SD
以下の 3 年生から 6 年生までの児童を補習授業の候補
者とした．筆者が支援を必要として判断した児童と担
任が支援を必要と判断した児童を表 2 に示した．表中
の一致した児童は，両方に含まれる児童を示した．候
補者に加えて，学級担任が支援を必要と判断し保護者
と本人の了承を得ることのできた児童 17 人に対して
算数の補習学習を実施した（3 年生 4 人，4 年生 5 人，
5 年生 6 人，6 年生 2 人）．
2）指導期間：X 年 9 月から X ＋ 1 年 2 月まで計 9 か
ら 13 回実施した．この補習時間は，行事があると中
止になることや児童が欠席することもあり，児童に
よっては 7 ～ 13 回の実施回数であった．
3）手続き：P 小学校では，3 年生以上の児童に対し
て毎週水曜日の最後の時間に学習の補習時間を設け
て，教師の監督の下で児童が自習する時間が特設され

表３　 M-CBM の平均得点と学力テスト・児童の評価との相関
学力テスト Q1 Q2 Q3 Q4

２年生 0.16 0.04 0.11 0.37
３年生 0.73** 0.20 0.45** 0.42** 0.52**
４年生 0.58** 0.52** 0.26 0.53** 0.43**
５年生 0.56** -0.06 0.20 0.01 0.37**
６年生 0.62** 0.25 0.65** 0.48** 0.56**

**１％水準で有意

表４　補習時間での指導内容と M-CBM の初回と最終回の Z 値と差
指導内容 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生

児童 A B C D E F G H I J K L M N O P Q
10 の合成フラッシュカード 　 ○ ○ ○ 　 ○
九九フラッシュカード・九九カルタ 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 ○ ○ ○
四則フラッシュカード・計算カルタ ○ 　 　 　
加減フラッシュカード ○ ○ ○
加減計算カード（対戦形式） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
加減の筆算（手順書） ○ ○ ○ ○
かけ算の筆算（手順書） ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○
かけ算の筆算（位の補助線） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
かけ算の筆算（対戦形式） 　 　 　
割り算の筆算（手順書） ○ ○ ○ ○
分数の計算（手順書） ○ ○ ○
最小公倍数カード ○
スピードチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
トークンエコノミー法 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　

初回 Z 値（SD) -1.91 -1.66 0.14 -0.97 -1.29 -0.77 -1.66 -0.77 -0.77 -1.39 -1.34 -1.58 -2.06 -0.90 -0.82 -1.04 -0.67
最終回 Z 値（SD) -1.46 -0.54 -0.38 -0.60 -1.53 -0.14 -1.21 -1.81 -0.56 -0.75 -0.28 -0.78 -0.38 -0.40 -0.31 -0.40 -0.21

差 0.45 1.12 -0.52 0.37 -0.24 0.63 0.45 -1.04 0.21 0.64 1.06 0.80 1.68 0.50 0.51 0.64 0.46

表２　担任と筆者による支援を必要とする児童の一致
３年 ４年 ５年 ６年

筆者が支援を必要と判断した生徒 2 2 2 2

担任が支援を必要と判断した生徒 5 5 6 2

一致した生徒 2 2 2 2
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ていた．この時間を利用して対象の児童を抽出し，各
クラスに 1 名ずつ計 8 名の大学生を配置して，算数（主
に計算）について別の教室で個別または小グループに
よる支援を実施した．指導にあたっては，それぞれの
児童に実態把握を行い学習のつまずきを分析し，それ
に基づいて個別の指導計画を作成し指導を行い評価し
た．毎回の学習の PM 尺度として M-CBM を用いた．
　M-CBM の結果を踏まえて指導プログラムを作成す
るために，本研究では，対象児に 1 学年下の M-CBM
の問題を従来の 3 分間の時間制限を外して，全ての問
題に解答させた．その結果から問題内容を分け，内容
ごと学年ごとに正答率を算出した（表 5 から表 8）．
この結果を踏まえて，児童ごとに各内容の正答率が
100％になるように指導プログラムを作成した．

3．結果と考察
1）指導による効果
　指導による効果を見るために，表 4 に示したように
指導内容と初回と最終回の Z 値に注目した．初回の Z
値と比較して最終回の Z 値の差が 0.5 以上増加した児
童は，17 人中 9 人であり，不変が 6 人，0.5 以上下がっ
た児童が 2 人であった．0.5 以上上がった児童は，3
年生が 1 人（B），4 年生が 1 人（F），5 年生が 6 人，
6 年生が 1 人であった．5 年生の M は，初回 Z 値が
-2.06 であったが，最終回には -0.38 と 1.68 も Z 値が

上昇した．B と K も 1.0 を越える Z 値の上昇を示し
ていた．その一方で 4 年生の H は，初回 Z 値が -0.77
であったが，最終回には -1.81 となり 1.04 も下がって
いた．
2）PM 尺度として M-CBM
　M-CBM を毎回実施し，PM 尺度としての有用性に
ついて検討した．図 1 から図 4 に，学年ごとの
M-CBM を用いた学習の進捗状況を示した．図の平均
は，表 1 に基づいて該当する月の学年平均を示した．
図に示すように，セッションによってポイントの変動
は見られるが，ほとんどの児童が回数を重ねるにつれ
てポイントが伸びていた．例えば，4 年生の G や 5 年
生の M のように少しずつ伸びている例もあった．ま
た 4 年生の H にみられるように，着実に得点が上昇
していたが，最後の回のセッション 13 で急降下して
いた．このため，表 4 に示すｚ値では，H は -1.04 も
降下していたが，PM 尺度を用いることによって，そ
れが一時的なものであり，それまでは順調に得点が伸
びていたことが示された．
3）プログラムの有効性について
　表 5 から表 8 に示すように，当該学年の M-CBM
には未習の問題が含まれているため，対象児は 1 学年
下の M-CBM の問題の時間制限を外して全ての問題
に解答させた．その結果，下学年の計算の内容毎に正
答率を算出し，それに合わせてそれぞれの児童の指導

図１　M-CBMを用いた個別学習での学習の進捗状況（３年生） 図２　M-CBMを用いた個別学習での学習の進捗状況（４年生）

図４　M-CBMを用いた個別指導での学習の進捗状況（６年生）図３　M-CBMを用いた個別学習での学習の進捗状況（５年生）
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表６　M-CBM の問題内容ごとの正答率（4 年生）

学年 問題内容
児童 E 児童 F 児童 G 児童 H 児童 I

BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期

１
年
生

① 1位＋1位 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
② 1位－1位 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

③ 2 位＋1位（繰り上がり無） 100 100 100 100 100 100 50 100 100 100

④□ 0 + □ 0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

⑤ 2 位－2 位（繰り下がり無） 100 100 50 100 100 0 100 100 100 100

⑥ 2 位－1位（繰り下がり有） 100 100 100 100 100 100 50 100 50 100
合計 100 100 93 100 93 83 86 100 86 100

２
年
生

① 2 位＋1位（繰り上がり有） 100 100 75 100 50 100 100 100 100 100
② 2 位－1位（繰り下がり有） 100 100 100 100 50 100 50 100 100 100

③筆算足し算（繰り上がり無） 100 100 100 100 50 100 100 100 100 100

⑦筆算引き算（繰り下がり有）3 位－2 位 100 100 100 100 0 0 100 100 50 100

⑧掛け算 50 100 100 100 50 100 100 100 100 100
合計 91 100 95 100 36 80 91 100 86 100

３
年
生

①掛け算□×10 83 100 67 100 83 100 83 100 83 100
②割り算 0 100 67 100 0 0 0 0 0 100

⑤小数（加法） 100 100 50 100 67 100 100 100 83 100

⑦筆算足し算（繰り上がり有） 75 0 25 100 38 100 100 100 63 100

⑧筆算引き算（繰り下がり有） 33 0 33 100 17 0 67 100 100 100

⑨筆算掛け算□×1位，２位 10 0 30 100 0 0 30 100 100 100
合計 57 50 48 100 37 50 70 83 77 100

合　計 71 82 66 100 45 71 77 94 80 100

表５　M-CBM の問題内容ごとの正答率（3 年生）

学年 問題内容
児童 A 児童 B 児童 C 児童 D

BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期

１
年
生

① 1位＋1位 92 100 100 100 100 100 100 100
② 1位－1位 100 100 100 100 100 100 100 100

③□０＋□０ 100 100 100 100 100 100 100 100

④ 2 位－2 位（繰り下がり無） 0 0 100 100 100 100 100 100

⑤ 2 位－1位（繰り下がり有） 50 0 100 100 100 100 100 100

⑥ 3 つの加減法 83 100 100 100 100 100 83 100
合計 83 67 100 100 100 100 97 100

２
年
生

① 2 位＋1位（繰り上がり有） 25 100 25 100 100 100 100 100
② 2 位－1位（繰り上がり有） 25 100 100 100 88 100 88 100

③筆算足し算（繰り上がり無） 67 100 100 100 100 100 100 100

④筆算足し算（繰り上がり有） 50 100 100 100 88 100 100 100

⑤筆算引き算（繰り下がり無）2 位－2 位 50 100 50 100 50 100 100 100

⑥筆算引き算（繰り下がり無）3 位－2 位 75 100 100 100 100 100 100 100

⑦筆算引き算（繰り下がり有）3 位－2 位 0 0 67 0 100 100 100 100

⑧掛け算 0 0 100 100 100 50 100 100
合計 35 73 77 91 90 91 92 100

合　計 53 71 85 94 94 94 94 100

取得率
100%

80～99%

60～79%

40～59%

20～39%

10～19%

0～9%
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プログラムを作成した．実施した内容については，表
4 に示している．表 4 を見ると，手続き的な知識の習
得を目指したものが多く，加減の筆算（3 年生 4 人），
かけ算の筆算（4 年生 4 人），割り算の筆算（5 年生 4
人）で手順書が用いられていた．動機を高める方法と
して，多くの児童が算数に対して苦手意識をもってい
たため，11 人の児童に対してトークンエコノミー法
が用いられていた．同様に動機を高めるために，児童
同士が対戦する対戦形式を用いたものが，3 年生で 4
人，4 年生で 3 人，5 年生で 6 人であった．また，全
体を通じて計算の流暢性を増すために，計算の時間を
記録するスピードチャレンジがすべての児童に毎回実
施されていた．

　M-CBM は，指導プログラムを作成する際に，表の
ように 100％になっていないところを塗りつぶせば良
いので，視覚的にもわかりやすすく，指導プログラム
を作成しやすかった．

Ⅳ．総合考察

　本研究では，通常の学級に在籍する児童に対して，
RTI モデルに基づいた指導の効果について検討した．
得られた結果について，1）支援を必要とする児童の
特定，2）PM 尺度としての M-CBM，3）指導プログ
ラムの作成と有効性の観点から考察する．
　

表７　M-CBM の問題内容ごとの正答率（５年生）

学年 問題内容
児童 J 児童 K 児童 L 児童 M 児童 N 児童 O

BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期 BL期 評価期

１
年
生

① 1位＋1位 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
② 1位－1位 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 100 100

③ 2 位＋1位（繰り上がり無） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

④□０＋□０ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

⑤ 2 位－２位（繰り下がり無） 100 100 100 100 100 100 0 0 100 100 100 100

⑥ 2 位－1位（繰り下がり有） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
合計 100 100 100 100 100 83 83 83 100 100 100 100

２
年
生

① 2 位＋1位（繰り上がり有） 100 100 100 100 100 100 0 0 0 100 100 100
② 2 位－1位（繰り下がり有） 100 100 100 100 100 0 0 0 100 100 100 100

③筆算足し算（繰り上がり無） 100 100 100 100 0 100 0 100 100 0 100 100

④筆算引き算（繰り下がり有）2 位－2 位 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 100

⑤筆算引き算（繰り下がり有）3 位－2 位 100 100 100 100 0 100 0 0 100 100 100 100

⑥かけ算 100 100 0 100 100 100 100 100 100 100 100 0
合計 100 100 83 100 66 83 16 50 83 83 100 83

３
年
生

①かけ算□×10 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
②割り算 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 100

③小数（加法） 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 100

④筆算足し算（繰り上がり有） 100 100 100 100 100 100 0 100 100 100 100 100

⑤筆算引き算（繰り下がり有） 100 100 0 100 100 100 0 0 100 100 100 100

⑥筆算かけ算□×1位，２位 100 100 100 0 100 100 0 0 100 100 100 100
合計 100 100 83 83 100 100 16 66 100 100 100 100

４
年
生

① 1桁でわる割り算 66 66 66 66 66 33 0 0 100 100 100 100
②□ 0 でわる割り算 0 100 100 100 0 0 0 0 100 100 0 0

③筆算割り算（÷1位） 80 80 60 60 80 80 80 20 100 80 100 60

④筆算割り算（÷２位） 50 50 33 83 50 66 0 0 100 83 83 66

⑤小数÷整数 100 100 100 100 0 100 0 0 0 100 50 100

⑥小数×整数 66 100 33 100 0 66 33 0 100 100 66 66

⑦大きな数のかけ算 25 50 25 25 50 50 0 0 75 100 25 0
⑧分数の足し算引き算 75 100 100 100 75 100 75 75 100 100 100 100
合計 56 76 60 76 46 63 26 13 90 93 70 60

合計 72 85 70 83 62 72 31 33 91 93 81 72
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1．支援を必要とする児童の特定
　本研究では，定型発達の児童に対して月に 1 度
M-CBM を実施し，1 学期の 3 回の結果から支援を必
要とする児童を特定した．担任が特定した児童の中に
M-CBM の結果から特定された児童が含まれていたこ
とから，仮説 1 は支持された．これまで，M-CBM で
は毎週実施することによって，学習のつまずきのある
児童を特定してきた （干川 , 2022） が，本結果を踏ま
えると月に 1 度での M-CBM の結果でも，支援を必
要とする児童を特定できたことから，ユニバーサルス
クリーニングとして M-CBM を活用できることが示
された．学校の教員の多忙さを考えると，月に 1 度実
施することにより学習のつまずきのある児童を特定で
きることは，学校での活用につなげ易いと考える．

2．PM 尺度としての M-CBM

　個別または小グループの支援をする際に，毎週
M-CBM を実施し，PM 尺度として学習の進捗状況
をモニターした．毎回，M-CBM を実施すること
によって，セッション毎のポイントの上下が分か
り，得点が累積的に上昇したか，偶発的に上昇し
たのかについて判断できるというメリットを持つ．
対象児によっては，その日の状況によって大きく
変動する児童もいることが，M-CBM を PM 尺度
として用いることで明らかである．したがって，
個別または小グループで指導する場合には，毎回

（週に 1 度程度）定期的に M-CBM を実施し，学習
の進捗状況をモニターすることは，有効である．
　その一方で，今回は毎週 M-CBM を実施したも
のを最後に振り返りの材料として活用したに過ぎ
なかった．本来の PM 尺度であれば，3 回に 1 回
程度で振り返りを行い，学習の進捗状況が予想通
り進捗しているかどうかをモニターしなければな
らない．さらには，PM 尺度のメリットは，最終
的な結果を待たなくても指導の途中で，最終的な
目標の修正を行ったり，指導プログラムの見直し
を行うことができることである （干川 , 2015）．今
回の研究では，まず M-CBM を継続して実施する
ことを課題としたので，今後は指導の途中で PM
尺度として M-CBM の結果を見直し，指導プログ
ラムの修正の効果を検証するなどが必要であろう．
　Deno （2016） は CBM が体温計のような「バイタ
ルサイン」であることを強調している．また，PM
尺度は CBM に代表されるようにあくまでも介入
に対する従属変数であるとも述べている．CBMは，
多忙な教師が児童の学習の進捗状況をモニターす
る上で，重要なツールとして活用することができ
るであろう．

　
3．指導プログラムの作成と有効性
　仮説 3 として M-CBM の学習のつまずきに基づき
指導プログラムを作成することで，学習のつまずきを
改善できると仮定した．表 4 に示すｚ値の変化や図 1
から図 4 に示す学習の進捗状況の推移，表 5 から表 8
の正答率の上昇から，この仮説は支持されたと判断し
た．その理由として，筆者は①下学年の M-CBM で
実態把握を実施したこと，②問題内容ごとの正答率の
算出によりプログラムを作成し，個別の指導を行った
ことの 2 つの観点から考察を行う．まず．①について
干川 （2019） は，CBM は，容易に児童生徒の学習の
進捗状況を把握することができるが，CBM は全体の
量的な尺度であり，平均と分散から対象児童生徒の相
対的な位置はわかる．しかし，CBM によって明らか
になったつまずきを改善するためには，さらに児童が

表８　M-CBM の問題内容ごとの正答率（6 年生）

学年 問題内容
児童 P 児童 Q

BL 期 評価期 BL 期 評価期

１
年
生

① 1位＋1位 100 100 100 100

② 1位－1位 100 100 100 100

③ 2 位＋1位（繰り上がり無） 100 100 100 100

合計 100 100 100 100

２
年
生

① 2 位＋1位（繰り上がり有） 100 100 100 100

② 2 位－1位（繰り下がり有） 100 100 100 100

③筆算足し算（繰り上がり無） 100 100 100 100

合計 100 100 100 100

３
年
生

①かけ算□×10 100 100 100 100

②割り算 100 100 100 100

③小数（加法） 100 100 100 100

④筆算足し算（繰り上がり有） 100 100 100 100

⑤筆算引き算（繰り下がり有） 100 100 100 100

⑥筆算かけ算□×1位，２位 0 100 0 100

合計 100 100 83 100

４
年
生

① 1 桁でわる割り算 100 100 100 100

②筆算割り算（÷1位） 100 100 0 0

③筆算割り算（÷2 位） 0 0 100 100

④小数×整数 100 100 100 0

⑤大きな数のかけ算 100 100 100 100

⑥分数の足し算引き算 100 100 100 100

合計 83 83 83 67

５
年
生

①小数×整数 33 50 100 100

②小数×小数 50 17 100 100

③小数又は整数÷小数 0 0 50 50

④異分母の足し算・引き算 0 100 0 67

合計 17 33 60 73

合計 　 46 56 71 79
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どこにつまずいているかを検討する必要があると述べ
ている．本研究では，通常 3 分間で行う M-CBM だが，
支援を必要とする児童には，時間制限を設けずに下学
年の M-CBM を実態把握として実施した．M-CBM に
は 1 年生から当該学年までの計算問題が各学年の教科
書から引用されていた．支援を必要とする児童の多く
が，下学年の計算問題でのつまずきを特定し，重点的
に行うことで児童のつまずきを改善できたと考えられ
る．
　次に②問題内容ごとの正答率の算出によるプログラ
ムの作成についてである．本研究では下学年の
M-CBM を行い，問題内容ごとの正答率を算出した．
問題内容ごとの正答率が分かることで，児童がどの問
題でつまずいているのか簡単に見いだすことができ，
指導プログラムを作成する際に有効なデータとなっ
た．
　最後に，干川 （2022） は 15 人の児童に対して個別
または小グループによる指導を実施した結果，3 年生
等の低学年に効果が顕著であったことから，早期の対
応の重要性を指摘した．本結果は，5 年生で指導によ
る効果が顕著であった．その理由として，下学年の
M-CBM を全部解かせたことによって，M-CBM の評
価と指導プログラムとを対応付けることができた成果
として考えられる．一方で，1 標準偏差よりも低くな
い児童も担任の勧めで本プログラムに参加していたた
めに，高学年でも学習支援の成果が見られたのかもし
れない．この点については，今後も検討する必要があ
る．
　さらに今後の課題として，M-CBM をタブレット端
末で実施するなどして，採点と正答率が容易に算出で
きる方法の検討が必要である．

謝辞：本研究を実施するにあたりご協力いただきまし
た小学校の校長先生をはじめ，先生方，児童の皆さん
に心より感謝を申し上げます．本研究は科学研究費

（19K02933）の助成を受けた．
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